
 
 

（単位：百万円）

金  額 金  額

流  動  資  産 97,175 流  動  負  債 52,134
現 金 及 び 預 金 42,600 16,351
受 取 手 形 293 16,418
売 掛 金 33,930 7,921
商 品 5,748 8,994
仕 掛 品 436 891
貯 蔵 品 165 527
前 渡 金 1,871 226
前 払 費 用 215 20
短 期 貸 付 金 600 321
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 5,206 238
未 収 入 金 3,838 164
そ の 他 2,365 56
貸 倒 引 当 金 △ 95 固  定  負  債 1,403

固  定  資  産 35,084 1,014
有 形 固 定 資 産       17,118 205

建 物 3,152 61
構 築 物 2 122
機 械 及 び 装 置 1,349 53,537
工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,585
土 地 5,772 株  主  資  本 82,977
建 設 仮 勘 定 256 10,000

無 形 固 定 資 産       1,270 2,500
ソ フ ト ウ ェ ア 1,138 2,500
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 92 0
そ の 他 39 70,476

投資その他の資産 16,695 70,476
投 資 有 価 証 券 431 70
関 係 会 社 株 式 6,178 28,193
出 資 金 529 42,212
関 係 会 社 出 資 金 0 評価･換算差額等 △ 4,254
長 期 貸 付 金 2,000 1
破 産 更 生 債 権 等 493 △ 4,256
前 払 年 金 費 用 1,476
繰 延 税 金 資 産 5,560
そ の 他 293
貸 倒 引 当 金 △ 269 78,722

132,260 132,260
純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

(2025年３月31日現在)

貸　借　対　照　表

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金
別 途 積 立 金

資 産 除 去 債 務
そ の 他

負 債 合 計
（純  資  産   の   部）

資 本 金
資 本 剰 余 金

再評価に係る繰延税金負債

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
契 約 負 債
返 金 負 債
預 り 金
前 受 収 益
役 員 賞 与 引 当 金
株 式 報 酬 引 当 金
株 式 給 付 引 当 金
そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

未 払 金

科    目 科    目
(資   産   の   部） （負   債   の   部）

買 掛 金



 

（単位：百万円）

247,677

137,511

110,166

65,716

44,449

営  業  外  収  益

受 取 利 息 81
受 取 配 当 金 952
業 務 受 託 料 収 入 32
賃 貸 料 収 入 229
雑 収 入 121 1,416

営  業  外  費  用

為 替 差 損 202
貸 与 資 産 経 費 44
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0
違 約 金 213
雑 損 失 0 460

45,406

特   別   利   益      

固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 183
関 係 会 社 株 式 売 却 益 0 183

特   別   損   失      
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 68
関 係 会 社 債 権 放 棄 損 1,017 1,085

44,504

14,563
△ 687 13,875

30,628

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 利 益

損　益　計　算　書
(2024年４月１日から2025年３月31日まで)

科　　　　　　　　　　　　目 金  　　　　   　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



 
 

 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 ………… 移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

市場価格のない株式等 …………………… 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

                          

２. デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品、原材料、貯蔵品 ………… 総平均法による原価法 

仕掛品 ……………………………………… 個別法による原価法 

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

 

４. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有 形 固 定 資 産 ………… 定率法 

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備 

を除く。）については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。 

建             物 …………… ３ ～ 50年 

工具、器具及び備品 …………… ２ ～ 20年 

（２）無 形 固 定 資 産 ………… 定額法 

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。 

ソフトウェア（自社利用分）…… １ ～ ５年 

 

５. 引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

（２）役 員 賞 与 引 当 金 ………… 役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見込

額に基づき計上しております。 

（３）株  式  報  酬  引  当  金 ………… 取締役に対する株式報酬の支出に備えて、当事業年度末に

おける支給見込額に基づき計上しております。 

（４）株 式 給 付 引 当 金 ………… 従業員への当社グループ株式の付与に備えるため、当事業

年度における発生見込額に基づき計上しております。 

（５）退 職 給 付 引 当 金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。なお、当事業年度末における年金資産の見込額が退職

給付債務の見込額を超過している場合は、前払年金費用と

して貸借対照表に計上しております。 



数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員 

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額 

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用 

処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存 

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按 

分した額を費用処理しております。 

 

 ６．重要な収益の計上基準 

    当社は玩具やカプセルトイ、カード、菓子・食品、アパレル、生活用品などの卸売等による販売を主

な事業としており、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。 

当該履行義務は商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得し履行義務が充

足されると判断しております。当社では主として、国内の販売会社に対する卸売販売、国外の販売会社

に対する輸出販売、個人顧客向けのインターネット通信販売を行っており、このうち卸売販売において

は、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項における重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、

出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である限り、出荷時

に収益を認識しております。また、輸出販売については主にインコタームズ等で定められた貿易条件に

基づき、リスク負担や所有権等が顧客に移転した時点で収益を認識しております。なお、個人顧客向け

のインターネット通信販売については引渡時点で収益を認識しております。 

 

７. ヘッジ会計の方法 

  （１）ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ………… 繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については 

振当処理によっております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘ ッ ジ 手 段 …………… 為替予約 

            ヘ ッ ジ 対 象 …………… 外貨建債権及び予定取引 

    （３）ヘ ッ ジ 方 針 ………… 事業活動に伴う為替変動によるリスクを低減させることを

目的としております。 

    （４）ヘッジ有効性評価の方法 ………… ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ･フロー変動の累計とを比較し、両者の変動

額を基礎にして判断しております。 

ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産又は予定取引に関 

する重要な条件が同一である場合には、有効性が100％で 

あることが明らかであるため、有効性の判定は省略してお 

ります。 

  

 ８．その他計算書類作成のための重要な事項 

（グループ通算制度の適用） 

グループ通算制度を適用しております。 

 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27 号 2022 年 10 月 28 日。以下

「2022年改正会計基準」という。）を当事業年度の期首から適用しております。  

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っております。これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありません。 



Ⅲ．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。 

商品 5,748百万円 

なお、商品の貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、正味売

却価額と商品の帳簿価額のいずれか低い金額で評価しております。正味売却価額は、直近の販売実績及び

将来の販売見込等によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動によって影

響を受ける可能性があり、実際の金額が見積りと異なる場合があります。 

 

 

Ⅳ.貸借対照表に関する注記 

１. 有形固定資産の減価償却累計額                      42,002百万円 

 

２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

関係会社に対する短期金銭債権                        68百万円 

関係会社に対する短期金銭債務                      3,344百万円 

 

３. 土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日法律第34号）により、事業用土地の再評価を実施し、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 …… 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日政令第119 号）第２条

第４号に定める「地価税法」（平成３年５月２日法律第69 号）第16 条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために、国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整

を行って算出しております。 

・再評価を実施した年月日 ……………  2002年３月31日 

 

 

Ⅴ．損益計算書に関する注記  

関係会社との取引高 

売 上 高                                 292百万円 

仕 入 高                                 3,524百万円 

     販売費及び一般管理費                                4,055百万円 

営業取引以外の取引高                              1,152百万円  



Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

   普通株式        98,958,764株 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

金銭による配当 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額 

(百万円) 

1株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2024年６月14日 

(定時株主総会) 
普通株式      19,346 195.5  2024年３月31日 2024年６月17日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

金銭による配当 

決議予定 
株式の 

種 類 

配当金の 

総額 

(百万円) 

1株当たり 

配当額 

(円) 

配当の原資 基準日 効力発生日 

2025年６月13日 

(定時株主総会) 
普通株式 15,511 156.75 利益剰余金 2025年３月31日 2025年６月16日 

 

 

Ⅶ．税効果会計に関する注記 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は減価償却限度超過額及び退職給付引当金であり、評価性引当額 1,123

を差し引いて計上しております。また、繰延税金負債の発生の主な原因は固定資産圧縮積立金であります。 

なお、上記のほか、土地再評価差額金に係る繰延税金資産が1,481百万円あり、全額に評価性引当額を

計上しております。 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に

関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理

又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

 

Ⅷ. 金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等及び親会社㈱バンダイナムコホールディングスとの間で

導入したＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に限定し、資金調達についてはＣＭＳによる

方針であります。 

受取手形、売掛金及び未収入金に係る取引先の信用リスクは、与信管理規程に沿って期日別管理及び

与信管理を行い、主要取引先の信用情報を1年に一度以上更新することとしております。短期貸付金及

び関係会社短期貸付金並びに長期貸付金に係る信用リスクは、貸付先の財務状況等を定期的に把握して

おり、リスク低減を図っております。 

買掛金、未払金及び未払法人税等はそのほとんどが1年以内の支払期日であり、取引先別に残高管理

を行っております。 

なお、デリバティブ取引は社内権限規程に基づき運用されており、実需の範囲で行うこととしており

ます。  



２．金融商品の時価等に関する事項 

      2025 年３月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次の通りであります。なお、市場価格のない株式等及び貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合

への出資（関係会社出資金）は、次表には含めておりません（２．市場価格のない株式等を参照くださ

い）。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。 

    （単位：百万円） 

  
貸借対照表 

 計上額（注） 
時 価（注） 差 額 

（１） 受取手形 293   

（２） 売掛金 33,930   

 貸倒引当金 △3   

  34.220 34,220 － 

（３） 短期貸付金 600   

 貸倒引当金 △0   

  599 599 － 

（４） 関係会社短期貸付金 5,206   

 貸倒引当金 △0   

  5,206 5,206 － 

（５） 未収入金 3,838   

 貸倒引当金 △92   

  3,746 3,746 － 

（６） 長期貸付金 2,000   

 貸倒引当金 △0   

  1,999 1,999 － 

（７） 破産更生債権等 493   

 貸倒引当金 △268   

  225 225 － 

（８） 買掛金 (16,351) (16,351) － 

（９） 未払金 (16,418) (16,418) － 

（10） 未払法人税等 (8,994) (8,994) － 

   （注） 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（１）受取手形、（２）売掛金、（３）短期貸付金並びに（５）未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は貸倒引当金控除後の帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳

簿価額を時価としております。（５）未収入金のうち貸倒懸念債権に該当するものについては、回収見

込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表計上額から現在

の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

（４）関係会社短期貸付金 

関係会社短期貸付金のうちＣＭＳによるものはその特性により返済期限を設けておらず、時価は帳簿 

価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

（６）長期貸付金 

変動金利によるため短期間で市場金利を反映しており、また、貸付先の信用状態は実行後大きく異な 

っていないことから、時価は貸倒引当金控除後の帳簿価額にほぼ等しいため、当該価額を時価として 

おります。  



（７）破産更生債権等 

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日

における貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって

時価としております。 

(８)買掛金、（９）未払金並びに（10）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお 

ります。 

 

２．市場価格のない株式等 

  （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

 非上場株式 431  

 関係会社株式 6,178  

 出資金 529  

 関係会社出資金 0  

 

 

Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社等                                     （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社 

 

 

㈱バンダイナムコ 

ホールディングス 

被所有 

直接 100 

資金の貸付  

役員の兼任あり 

グループ通算制度 

短期資金の貸付 

（注）１、２ 

利息の受取 

グループ通算制

度に伴う支払 

32,178 

          

   36 

2,404 

関係会社短期

貸付金 

 

未払金 

 

5,006 

 

 

2,514 

 

（注）１．貸付金の取引条件及び取引条件の決定方針については、市場金利等を勘案して決定しており

ます。なお、担保は受け入れておりません。また、当社は親会社㈱バンダイナムコホールデ

ィングスとの間でＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、余剰資

金を親会社に対して貸し付けております。 

      ２．貸付金の取引金額については、貸付期間の平均残高を記載しております。 

 

２．子会社及び関連会社等                                  （単位：百万円）  

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

子会社 ㈱ハート 所有  

直接  100 

資金の貸付 資金の貸付 

（注）１ 

利息の受取 

1,800 

  

6 

 

- 

 

 

- 

 

 

 

子会社 ㈱シー･シー･ピ

ー 

所有 

直接  100 

資金の貸付  債権放棄 

（注）２ 

 

1,700 

 

 

     - - 

 

（注）１．貸付金の取引条件及び取引条件の決定方針については、市場金利等を勘案して決定しており 

ます。なお、担保は受け入れておりません。 

２. 債権放棄については、㈱シー・シー・ピーの株式譲渡に伴い実施したものであります。 

これに伴い同社への貸付金に対して計上していた貸倒引当金682百万円の目的取崩を行い、 

差額の1,017百万円については、特別損失を計上しております。 

 



３．兄弟会社等                                   （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合（％） 

関連当事者との関係 
取引の内容 

（注）４ 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社の 

子会社 

㈱BANDAI SPIRITS なし 

 

営業取引  

役員の兼任あり 

ネット販売の代行 

（注）１ 

出向者の派遣 

（注）２ 

19,953 

 

 

9,154 

売掛金 

 

未収入金 

2,851 

 

1,392 

親会社の 

子会社 

㈱アートプレスト なし 

 

資金の貸付  資金の貸付 

（注）３ 

利息の受取 

1,900 

 

29 

 

短期貸付金 

 

長期貸付金 

600 

 

2,000 

親会社の 

子会社 

㈱バンダイナムコ

アミューズメント 

なし 営業取引 カード販売筐体の

購入 

5,114 未払金 43 

（注）１．ネット販売の代行に係る取引の総額であり、回収条件については一般の回収条件に準じてお 

ります。 

     ２．出向に関する契約書に基づき、出向料の受領をしております。 

３．貸付金の取引条件及び取引条件の決定方針については、市場金利等を勘案して決定しており 

ます。なお、担保は受け入れておりません。  

４．取引条件及び取引条件の決定方針については、一般的な市場価格を勘案し、価格交渉を行っ

たうえで決定しております。 

 

 

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額                  795円 51銭 

２．１株当たり当期純利益                  309円 51銭 

 

 

Ⅺ．収益認識に関する注記 

（収益を理解するための基礎となる情報） 

   収益を理解するための基礎となる情報は「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ６．重要な収

益の計上基準」に記載の通りであります。  


